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療育機関におけるソーシャルワーク
―早期療育を中心に―

一　瀬　早百合

Social Work in Developmental Support Center for Cildren
― Focusing on Early Intervention ―

Sayuri Ichise

療育機関で実施されているソーシャルワークについて地域療育センターの主任級であるソーシャル
ワーカーへのインタビューを通じて明らかにした。ソーシャルワーク業務をニーズ領域・対象範囲・12
のソーシャルワーク技術で分析したところ 32 の業務中、全ての業務で単一のソーシャルワーク技術でな
く複数を用いて支援していた。ひとつの業務でも対象範囲が複数にわたり、重層的で循環的なソーシャ
ルワークが実施されていた。

早期療育に限定してみるとニーズ領域は利用者・組織内がほとんどを占め、ミクロ～メゾレベルの対
象範囲であった。また調査対象の全ての療育センターでグループワークが実施され、親の仲間づくりや
分かち合いという目的で支援していた。早期の段階で親に必要とされている関係への介入という支援が、
ソーシャルワーク実践としてなされていることが明らかとなった。

キーワード：療育、12の援助技術、ソーシャルワークの対象範囲

1．問題の所在
2009 年度の社会福祉士養成の新カリキュラム

がスタートし、一昨年度 2012 年度が完成年度で
あった。今後社会福祉施設においては、より理論
に密着した実践が人材育成の観点からも求められ
ることは必須である。また、2011 年に開催され
た第 21 回アジア太平洋ソーシャルワーク会議に
おけるソーシャルワークの国際定義の再検討の中
で、ソーシャルワークの定義と実践のギャップが
あるか否かという実証研究の必要性が指摘されて
いる（国際シンポジウム　ソーシャルワーク国際
定義の再検討―アジア・太平洋の声―2012）。

先の研究を概観してみると代表的なものに、全
米ソーシャルワーク協会のソーシャルワークの機

能の基礎となった Gibelman（Gibelman　1995）
の調査がある。これはソーシャルワーカーが実践
している機能や役割から帰納的に抽出して、ソー
シャルワークを明らかにしたものである。日本国
内においては、ある特定の分野のソーシャルワー
カーが実践している一部の業務を理論化する研究
は散見されるが 1)、蓄積は不十分な状況である。

そこで理論と実践の橋渡しの端緒として地域療
育センターにおけるソーシャルワークを取り上げ、
検証する。先の研究（一瀬　2012a、2012b）にお
いて早期療育の段階では、ソーシャルワークの必
要な対象範囲はミクロからメゾが中心あるとされ
ているが、療育機関の現場では実際にどのような
ソーシャルワーク実践が行われているのかを明ら
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かにすることが求められる。

2．研究目的
本研究の目的は、①療育機関でソーシャルワー

カーが実践している全ての業務をソーシャルワー
クを対象範囲や技術と関連づけて明らかにする、
②その上で早期療育において必要とされる支援と
ソーシャルワーク実践の現状とを比較・検討する
ことである。

 
3．研究の視点および方法

研究の第 1 ステップは、療育機関でソーシャル
ワーカーが実践している全ての業務を整理する。
ソーシャルワーク実践を具体的に明示するには、
いくつかの枠組みが挙げられる。

ひとつは、ソーシャルワーク実践の定義である。
①人々に対しては、その成長、問題解決、対処能
力を強化する、②制度に対しては、人々に社会資
源やサービスを提供する効果的で人道的な制度を
発展させる、③社会資源、社会サービス、社会的
機会を与える制度と連携する、④政策に対しては、
その改善と発展に貢献する、の 4 つで示されてい
る（NASW 「Standards fo the Classification of 
Social Work Practice」1981）。

ふたつは、ソーシャルワークの機能としての整
理である。上記全米ソーシャルワーカー協会では、
上記の定義の 4 つに分けて合計 23 の機能を挙げ
ている。また、日本ソーシャルワーク学会は 11
の機能として、仲介機能、調停機能、代弁機能、
連携機能、処遇機能、治療機能、教育機能、保護
機能、組織機能、ケースマネージャー機能、社会
変革機能に整理している（日本社会福祉実践理論
学会　1998「ソーシャルワークのあり方に関する
調査研究」）。

それらを統合したような形でいくつかの研究が
ある。ポップルとライニンガー（Polpple,Philip 

R.and Leighninger,Leslie.1996）は、ソーシャル
ワーク実践の領域を 4 つの次元として、①実践分
野、②方法（ケースワーク、グループワーク、家
族療法、コミュニティオーガニゼーション、ソー
シャルアドミニストレーション、社会計画法、社
会福祉調査法、ケースマネジメント、スーパービ
ジョン、コンサルテーション）、③社会問題、④
対象としている。福山（福山　2009）は、ソー
シャルワークの枠組みとして 4 つの構成軸を提案
している。Ⅰ軸はミクロからマクロまでの実体が
あり、Ⅱ軸は、概念と理論枠組み、Ⅲ軸は、社会
福祉援助技術として整理されていた 132) の方法
論、Ⅳ軸は個人から社会までの拡がりをもつニー
ズ領域である。

そこで本研究では、先行研究におけるソーシャ
ルワークの枠組みを鑑み、より統合した形で分析
を試みる 3)。障害のある子どもと家族の療育とい
う実践分野において①どのようなニーズ領域、ミ
クロからメゾ～マクロ、マクロ、あるいは個人か
ら社会までを対象としているかという対象範囲、
②その対象範囲に応じてどのような方法論（社会
福祉援助技術）を用いているかを検討する。②の
方法論にはソーシャルワークの援助技術の 12 の
枠組みを（ケースワーク、グループワーク、コ
ミュニティワーク、ソーシャルアドミニストレー
ション、ネットワーキング、社会計画法、ソー
シャルアクション、社会福祉調査法、カウンセリ
ング、ケアマネジメント、スーパービジョン、コ
ンサルテーション）用いて整理する 4)。

その上で第 2 ステップとして乳児期に発見され
る障害群（ダウン症、脳性麻痺、重症心身障害、
精神運動発達遅滞等）の早期療育の段階における
療育内容およびソーシャルワークの援助技術の中
心を明らかにする。

調査の対象は政令指定都市Ａ市にある 7 つの地
域療育センターである。調査は 2012 年の 4 月か
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ら 9 月に実施した。Ａ市の地域療育センターは、
0 歳～小学校卒業までの障害のある子どもとその
家族を対象にしており、主に 3 つの部門から成り
立っている。医療法に規定される診療所機能の外
来診療部門、児童福祉法に基づく児童発達支援セ
ンター、児童デイサービスという通園療育部門、
地域の巡回相談を含めた地域支援・総合相談の部
門である。各センター 8 名程度のソーシャルワー
カーが地域支援・総合相談部門に配置されている。
なお 8 つの地域療育センター 5) の内、6 つが公設
民営であり、指定管理者制度に基づき 2 つの社会
福祉法人が運営している。残りの 2 つは民設民営
である。

調査の方法としては、それぞれの機関の主任級
もしくは管理職であるソーシャルワーカーを対象
に調査を実施した。内容は、予めソーシャルワー
カーが実践している業務を 12 の援助技術の枠組
みで抽出することを依頼し、その上でインタ
ビューを行った。インタビューの主な質問項目は、
12の援助技術の枠組みで抽出したソーシャルワー
クの具体的内容と乳児期に発見される障害群ケー
スへの早期療育サービスについてとした。なお、
Ａ市の療育センターの特徴のひとつとして原（原 
2012）は、地域療育を重視するため、ソーシャル
ワーカーが手厚く配置されていることを指摘して
いる。

4．倫理的配慮
本研究は、日本社会福祉学会の研究倫理指針に

沿って実施しており、調査対象者であるソーシャ
ルワーカーの匿名性、プライバシーを遵守してい
る。

5．研究結果
（1）療育機関で実践されるソーシャルワーク

A 市の地域療育センター（以下、療育センター）

で行われているソーシャルワーク実践の分析を表 1
にまとめた。ソーシャルワーカーが実践している
業務は 32 にも及んでいた。縦軸にニーズ領域と
ソーシャルワーカーが実践している業務を、横軸
に対象範囲とソーシャルワークの 12 の援助技術
を示した。ソーシャルワーカーが実践している業
務をニーズ領域・対象分野・12 のソーシャルワー
ク援助技術で分析したところ、32 の業務中、全て
の業務で単一のソーシャルワーク技術のみでなく、
複数のソーシャルワーク技術を用いて支援してい
た。対象分野もミクロ、メゾ～マクロ、マクロま
で全てを対象分野実施していることが明らかに
なった。

例えば、表 1 の No1 の初診前相談事業を解説
すると、医師による初診以前にソーシャルワー
カーが子育てサロンを開いて、利用者の相談に応
じている。わが子の障害かもしれないという不安
や葛藤にはカウンセリングの技術を用い、子ども
の障害とは別の生活問題が明らかになれば複数の
社会資源を活用するケアマネジメントという手法
でミクロを対象とした直接的な援助を行う。それ
と併せて、この事業の有効性を検証するためにア
ンケートなどの社会福祉調査法を用いて、療育セ
ンターの本来業務として定着させるためのソー
シャルアドミニストレーションをメゾという範囲
である組織内で実施している。また、No24 の幼
稚園・保育所・小学校の訪問事業をみると、所属
集団に出向き個別ケースの理解や対応ついて助言
するという、利用者にとってはケースワークの
サービスである。幼稚園教諭、小学校教諭、保育
士といった他の専門職へ助言するというコンサル
テーションを重ねる中でその地域の問題が明らか
になれば、エリア全体に対するコミュニティワー
ク、例えば民生委員・児童委員との勉強会など開
催する、それらを通じてネットワーキングができ
る。それらの連携の中で、さらに個別ケースが地
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表１　�療育センターのソーシャルワーク業務とニーズ領域 /対象範囲 /援助技術�
は早期療育の段階でのソーシャルワーク業務

NO ニーズ領域

対象範囲 ミクロ ミクロ ミクロ ミクロ
メゾ～  
マクロ

メゾ～  
マクロ

メゾ～  
マクロ

メゾ～  
マクロ

メゾ～  
マクロ

マクロ マクロ
ミクロ
～

マクロ

　　　　　　援助技術

業務　　　　

ケース
ワーク

カウン
セリン
グ

ケアマ
ネジメ
ント

グルー
プワー
ク

コミュ
ニティ
ワーク

コンサ
ルテー
ション

ネット
ワーキ
ング

スー
パービ
ジョン

ソーシャ
ルアドミ
ニスト

レーショ
ン

社会
計画法

ソー 
シャル 
アク 
ション

社会福
祉調査
法

1 利用者 初診前相談事業

2 利用者 インテーク面接 /面接

3 利用者 電話相談

4 利用者 再診/訓練同席

5 利用者 肢体系育児グループ

6 利用者 学齢障害児フォロー事業

7 利用者 保護者教室

8 利用者 就学説明会

9 利用者 特別支援学校見学会

10 利用者 通園施設・児童デイ説明会

11 利用者 福祉講座・療育講座

12 利用者・組織外 療育相談

13 利用者・地域 地域訓練会訪問

14 組織内 CAPSカンファ

15 組織内 ケースカンファ

16 組織内 補装具カンファ

17 組織内 利用申し込み会議

18 組織内 外来児処遇カンファ

19 組織内 通園児処遇カンファ

20 組織内 療育センター内部会議

21 組織内 法人会議

22 組織外 関係機関とのケース会議

23 地域 自立支援協議会参加

24 地域 幼・保・小学校訪問事業

25 地域 学校支援事業

26 地域 他機関主催の研修会講師

27 地域 療育センター主催セミナー

28 社会 福祉保健センター連絡会

29 社会 教育機関との連絡会

30 社会 保育調整委員会

31 社会 A市福祉制度関係の会議

32 社会 研究・調査
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域で暮らしやすい結果となるという循環がうまれ
る場合もある。

特徴としては、支援対象がケースへの支援、機
関への支援などのどちらか一つに限定されておら
ず、クライアント個人と機関の双方を対象とする
業務が多いということである。また、ケースへの
支援でも利用者への 1 対 1 の支援だけではなく、
グループワーク、説明会、講座など、ケースを集
団化し支援を実施しており、形態が多様であるこ
と、目的に応じてカンファレンスを多数設定して
いることが特筆される。

①　ニーズ領域と対象分野の関連
 1 ）利用者（家族を含む）をニーズ領域とす

る業務では、ミクロのみかミクロとメゾ～
マクロまでのソーシャルワーク技術を組み
合わせ用いていた。また、このニーズ領域
で多く用いられているメゾ～マクロの技術
はソーシャルアドミニストレーションで
あった。これは、新規事業を定着させるた
めに組織の変革が必要になることが主な要
因である。

 2 ）組織内・外をニーズ領域とする業務につ
いてみると、組織内においてはケースのカ
ンファレンスが多く、他に会議がある。こ
れらの業務では個人というミクロに対する
ケースワーク、ケアマネジメントをより適
切にするために、メゾ～マクロの技術であ
るコンサルテーション、スーパービジョン
を用い、個人の well-being を達成するため
に組織サービスを改善する必要があれば
ソーシャルアドミニストレーションを組み
合わせ用いている。

 3 ）地域をニーズ領域とする業務についてみ
ると、メゾ～マクロの技術であるコミュニ
ティワーク、コンサルテーションが多く見
られた。これは、療育センターの利用の有

無にかかわらず、キャッチメントエリア在
住する障害のある子どもと地域の全てを援
助対象としているA市の地域療育センター
の機能と関連している。社会を対象とした
技術では、主に他機関や行政関係との会議
の業務で、マクロの技術であるソーシャル
アクションを利用していた。

　このように、療育センターのソーシャル
ワーク業務は、ひとつ業務でも対象分野が複
数に渡り、重層的で循環的な支援を実施して
いることが明らかとなった。

②　ソーシャルワークの 12 の技術について
　ソーシャルワーク業務で用いられるソー
シャルワーク技術を分析した結果、7 つのセ
ンターすべてにおいて 12 の社会福祉援助技
術を用いた実践をしていた。12 の技術のう
ち多くを占めた技術についての実践を分けて
述べる

　 1 ）ケースワーク
　ケースワークは、療育センターでは利用
者をニーズ領域とする業務で、面接や電話
での相談などソーシャルワーカーと利用者
の 1 対 1 関係の中で実施される他に、就学
説明会、特別支援学校見学会、通園施設・
児童デイサービス事業説明会、療育講座と
いう集団化した形態で行っていた。これは
利用者を集団化していてもグループワーク
の相互援助システム 6) を用いることはな
く、子どもの年齢や障害種別・ライフイベ
ントが共通する利用者を集め、スタッフが
情報提供をすることに特化したケースワー
クである。また、組織内をニーズ領域とす
るカンファレンスと呼ばれるケース検討会
議がある。ソーシャルワーカーは利用者を
支援する際に、カンファレンスでの方針や
プランを基にソーシャルワークを展開して
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いく仕組みになっている。カンファレンス
は、ケースに関与する療育センター内の各
職種が連携し、ケースのアセスメントとプ
ランニングを行うものである。具体的には
初診担当医を選定調整するカンファランス
や児童虐待が疑われるケースの CAPS

（Child Abuse Prevention System の略：
児童虐待防止システム）カンファランス、
補装具作成ためのブレースカンファランス
など（No14 ～ 19）があった。このように
療育センターのケースワークは対象である
利用者への直接サービスを下支えするため
に形態を多様化し、ニーズ領域を重層化し
た形で行っているといえよう。

 2 ）社会福祉調査法
　新規事業や実施中の事業の妥当性を検証
するために、利用者の統計・アンケート、
関係機関へアンケートの調査をつうじ次年
度の方針検討に生かしている。又、キャッ
チメントエリアの年間出生数、疫学的障害
発生率についても調査する。ソーシャルア
ドミニストレーションの基礎資料となるも
のである。

 3 ）ソーシャルアドミニストレーション
療育センターの中でも対利用者向けの新規
事業、療育ルートの見直しと連動する事業、
カンファランス、内部会議、外部会議の業
務で使われていた。新規事業は、その必要
性や妥当性について検証し、組織内で提言
をしている。また、療育センターでは利用
者の変化や状況に応じて療育ルート毎年見
直し、調整が行われている。それに伴い福
祉 ･ 療育講座や説明会の対象は見直すこと
を組織内に提言している。カンファランス
では個々のケースのプランを検討すること
が主だが、必要性があればサービスの在り

方の変更や新たな運営の在り方の提案する
スタンスを意識している。会議は内部・外
部とも療育センターが地域の社会資源とし
て、利用者や地域のニーズを反映させた
サービスを展開できるよう提言する。会議
の内容を療育センター内部もしくは外部の
関係機関へフィードバックすることも多い。

 4 ）ネットワーキング 
療育センターは、関係機関との連携を大き
な支援の柱に掲げている。保育所・幼稚
園・小学校訪問事業は、関係機関を訪問を
して個々のケースの対応についてコンサル
テーションをすることが主たる目的であ
る。併せて、相手の機関の機能について理
解し、連携を図ることも目的に含んでいる。
また自立支援協議会への参加、他の関係機
関とならんで出席する外部会議も情報の共
有を行うことの他に、機関同士のネット
ワークをつくるという意味を持つ。

 5 ）社会計画法およびソーシャルアクション
行政が主催する保育調整委員会で、障害児
のプランニングや保育士の加配について意
見を述べる、地域の自立支援協議会へ出席
し、その中で立ち上がる企画や事業へ参加
する、A 市が開催する福祉制度関係の会議
で現場からの実情や制度運用の在り方につ
いて意見をまとめて提言などである。社会
変革の視点が必要である業務ではあるが、
インタビューを行ったソーシャルワーカー間
で目的や意識の差が大きい技術であった。

（2）乳児期に発見される障害群への早期療育
全ての地域療育センターで、医師の定期的な経

過観察と PT・OT の個別訓練、必要に応じて摂
食や補装具などの特殊クリニックのサービスが
あった。ソーシャルワーカーの関わりとしては、



社会福祉　第 54 号　2013

― 31 ―

この群の全ての 0 － 1 歳児のケースに対して育児
支援グループを実施しており、ソーシャルワー
カーがファシリテーターとしてグループワークの
援助技術を用いていることが共通していた。

このグループは、療育センター内の他のグル―
プ 7) とは全く異なる 2 つの特徴があった。ひとつ
は、子どもの障害の種別や発達の程度でメンバリ
ングをしていないという点である。乳児期に発見
される全ての障害群、ダウン症、脳性麻痺、重症
心身障害、精神運動発達遅滞を同一のグループで
運営している。2 点は、グループの目的が保護者
の子どもに対する障害理解・認識を深めるもので
はなく、①親同士の交流・仲間作り、②地域の公
園などには行きにくい親の居場所作り、③育児不
安の解消を含めた子育て支援という目的を明確に
打ち出している。そのため、子どもの障害理解に
対して誤解や不十分さがあっても親の語りや子ど
もとの関係以外の悩みを許容するというスタッフ
の姿勢があった。

2 歳児以降の肢体不自由児、1 歳 6 カ月健診以
降に発見される知的障害や発達障害の親に対する
目標―子どもの障害を正しく理解し、それに応じ
た対応方法を身につける―に応じた療育プログラ
ムとの明らかな差異があった。それに対するソー
シャルワーカーの感触について確認すると、以下
の 2 点が明らかとなった。①子どもが低年齢であ
ると、親の不安も漠然としており、障害を理解し
なくてもよい段階である、② 1 歳 6 ヶ月健診以降
に発見される障害群は福祉保健センターの保健師
や発達相談の臨床心理士、あるいは親子教室など
でのかかわりがあり一定のプロセスを経過してい
るのと比較して、0 歳で発見される群は、医療機
関での医師の説明が中心で障害に対する十分な時
間をふんだ手順や動機付けが不足している、とい
う認識があった。3 つの法人のうちの 1 つが運営
する 3 箇所の地域療育センターでは、育児支援グ

ループを経過後に利用できる早期療育科が設置さ
れており、「保護者の不全感に対するケア」から

「子どもの障害を正しく認識する支援」へとゆっ
くりスライドしてゆく過渡期として位置付けられ
ていた。

また、特別なニーズをもつケースとして判断さ
れた場合は、以下のようなソーシャルワーク実践
を行っていた。葛藤が強い親に対してはケース
ワーク面接やカウンセリング、医療ケアが必要な
重症心身障害児にはケアマネジメント、保育所入
所など地域の社会資源を利用する場合にはネット
ワーキングなどミクロからメゾレベル援助技術が
用いられているものの、限定的なケースに対する
実践であった。

6．考察
（1）療育機関におけるソーシャルワーク

療育センターのソーシャルワーク業務の分析か
ら、療育センターのニーズ領域は、利用者・組織
内・組織外・地域・社会とミクロからマクロまで
を対象とし、自ずと用いるソーシャルワーク技術
も多岐にわたっていることが明らかとなった。
ソーシャルワークの生態学的に多次元から人間を
理解するという固有の視点が実践に活かされてい
ると考えられる。

時代の変化や利用者のニーズに伴い柔軟的でエ
ビデンスのある組織運営を目指し、ソーシャルア
ドミニストレーションと社会福祉調査法がソー
シャルワーカーの日常的な業務として組み込まれ
ていることは、特筆すべきことである。これはパ
ターナリズムに陥らないよう、ソーシャルワーク
の価値である「人間の尊厳」を具現化する具体的
な方略であるともみてとれる。

また、カンファランスが多いことは療育セン
ターのソーシャルワーカー業務の特徴であった。
カンファランスは直接ケースに関わる業務ではな
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いが、ケースに有効なサービスが届くため、ある
いは well-being の実現のために多職種間の共通意
思決定とプランニングを行うものである。その際
には、他職種へのコンサルテーション、後輩ソー
シャルワーカーへのスーパービジョン、施設のも
つサービスの開発や変更への提言というソーシャ
ルアドミニストレーションを含んでおり、ミクロ
の支援とメゾ～マクロの支援を複数組み合わせて
いることが明らかとなった。

12 の技術で分析する過程をつうじて、ケース
ワークをどのような範囲でとらえるべきか課題が
残った。関連援助技術として整理されているカウ
ンセリングやケアマネジメントはケースワークに
包含されるものではないか、あるいは問題が生じ
ている次元が環境と間であれば well-being 達成の
ためにコミュニティワークをはじめとしたネット
ワーキングやコンサルテーションなどもケース
ワークの要素に不可欠であるという議論が生じ
た。上記のカンファランスをもケースワークに含
むとすれば、ケースワークはさらに多くの技術を
包含するものになるであろう。

改めて Richmond（Richmond　1922）のケー
スワークの 4 つに過程を鑑みても「ワーカーとク
ライエントのこころとこころの直接援助（direct 
action）を行う」、「クライエントの社会環境への
間接援助（indirect action）を行う」とある。ケー
スワークにはカウンセリングというミクロから社
会環境への介入、コミュニティワークやネット
ワーキングが含まれていることがみてとれる。本
研究はケースワークの再定義やソーシャルワーク
の技術整理が目的ではない。しかし、目の前の一
人のクライアントの well-being 達成のためにはミ
クロからメゾ～マクロ、マクロまでのソーシャル
ワーク実践がなされていることが明示できたこと
は、対象範囲とソーシャルワークの 12 の援助技
術の枠組みを用いて分析したからといえよう。さ

らにいえば、この結果は IFSW のソーシャルワー
クの定義である「人々がその環境との相互に影響
し合う接点に介入する」が療育機関のソーシャル
ワーカーによって実践されている一端を示すこと
ができたとも考えられる。また、ソーシャルワー
クの国際定義から鑑みると「日本にソーシャル
ワ ー カ ー は い る か？」 と い う 秋 元 の（ 秋 元　
2010）、問題提起に応じたとみることもできはし
ないだろうか。

（2）早期療育におけるソーシャルワークの特徴
早期療育に限定して着目してみると、ニーズ領

域は、利用者・組織内がほとんどを占め、ミクロ
からメゾレベルの対象範囲であった。図 1 で示す
ように母親を中心としたケースワーク、グループ
ワークが中核を占める。メゾレベルで用いられる
ソーシャルワークの技術は、様々なカンファラン
スを通じた同職種へのスーパービジョンや他職種
へのコンサルテーション、療育プログラムの改革
を提言するといったソーシャルアドミニストレー
ションであった。ソーシャルアドミニストレー
ションには、変革の根拠となる利用者へのアン
ケート調査やキャッチメントエリアの出生数、疫
学的出生率と受診数の妥当性の検証など、施設内
での社会福祉調査法も併せて用いられていた。

先の研究（一瀬　2012a、2012b）の、早期療育
におけるソーシャルワークの必要な対象範囲はミ
クロからメゾが中心あるという指摘と療育機関の
実践はおおむね同様であった。しかし、一瀬の指
摘を超える発見としては、育児支援グループを療
育センターのサービスとして安定させるためのメ
ゾレベルのソーシャルワーク技術（スーパービ
ジョン・ソーシャルアドミニストレーション・社
会福祉調査法）を多用していたことが明らかに
なった点にある。しかし、メゾレベルのソーシャ
ルワークも主に組織内にとどまり、地域まで対象
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としていない。これは、0-1 歳の乳幼児の暮らし
が家庭生活の中が中心であることと関連があると
推察できる。

（3）�自己のポジショニングの変容という視点
から

0 歳で発見される障害群への早期療育において
A 市の全ての療育センターで図 1 のようにグルー
プワークが実施されていた。早期の段階では、自
己のポジショニングの変容、「自己と関係の揺ら
ぎ」8) という主観的な経験をしている親のニーズ
と、親の仲間づくりや分かち合いという方法で関
係に介入する方法が一致していた。全ての療育セ
ンターで継続的なプログラムとして位置づけら
れ、意図的にグループワークの技術を用いている
のは、この育児支援グループだけであった。これ

らのことからソーシャルワーカーの感覚は早期の
段階における保護者の思いをキャッチし、有効性
が高いソーシャルワークを実施しているといえる。

一方、自己洞察が必要なケースにカウンセリン
グの援助技術を用いたソーシャルワークを実践し
ていたが、療育センターのシステムとして「保護
者のためのこころのケア相談」を組み入れている
のは A 市 8 つの地域療育センターの内、2 か所の
みであった。システムとして位置づけられていな
い地域療育センターでは、保護者のニーズや他職
種の気付きからカウンセリング面接を設定してい
た。グループワークを通じて「関係への懐疑」と
いう関係の揺らぎを焦点化するプログラムが全て
のセンター位置付けられているのに比して、「自
己全体の崩れ」や「自己の意味付け」といった保
護者の自己そのものを対象とするサービスは限定
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図１　早期療育におけるソーシャルワークの範囲と技術
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された療育センターの実施に留まっている。これ
には、いくつかの点から考察できる。ソーシャル
ワーカー自身がカウンセリングという援助技術に
対して、ソーシャルワークのひとつの技術である
という認識が不十分であること（小林 2000）、他
職種からソーシャルワーカーの役割を制度や社会
資源を紹介することであると捉えられていること、
ソーシャルワークが計量化できない苦しみを排除
してきた経緯（松倉 2000）などとも関連してい
ると考えられる。

障害のある子どもをもつ児玉（2012）は、著書
やブログを通じて「なぜ障害のある子どもの母親
は『親でしかない』のか」というメッセージを発
信している。また、古寺（2012）は、肢体不自由
児通園施設の調査から「特に低年齢の養育者には、
障害に特化しない子育ての相談、疾患や医療的ケ
アに対する充分な説明と相談とともに、手厚い精
神的支援が必要なことは明らかである」と結論づ
けている。保護者にとって早期の段階で必要な支
援は、子どもの発達支援という目的を脇に置き、
子どもとの関係に限定しない家族や他者との関係
の揺らぎや自己を語る場所である。このような
サービスがすべての地域療育センターに組み込ま
れることが必要であり、今後の療育システムの課
題といえるだろう。

7．本研究の限界と今後の課題
ソーシャルワーク実践を可視化する枠組みや概

念については、現段階で十分に整理されていると
はいいがたい。例えば、副田（2002）のソーシャ
ルワーカーの役割を枠組みに用いて上原（2005）
は、療育現場でソーシャルワークが行う具体的な
業務を整理している。この考察の中でもソーシャ
ルワークの具体的な実践を技術や機能と比較検討
しているが、さらなる蓄積が必要であろう。また、
本研究の 12 の技術の枠組みだけでは、ソーシャ

ルワーク実践の全てを網羅できるとも言えない。
窪田（窪田　2013）の「利用可能なサービスの側
から発想して安易な実践になっていないか」とい
う視点からの検証も必要であろう。さらに、様々
な分野で実践されるソーシャルワークが、IFSW
の定義である価値、理論、技術・方法を包含して
いるか否かを明示できることが今後の大きな課題
である。

全国的にみると、ソーシャルワーカーが配置さ
れていない療育機関も多くある。そこで実施され
るサービスにソーシャルワークはないのか、ソー
シャルワークとは他の職種が代替できる機能なの
か、を検討する必要も残されている。

付記
本稿は 2012 年 10 月に関西学院大学で開催され

た日本社会福祉学会全国大会において自由研究と
して口頭発表した内容を加筆・修正したものであ
る。
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註
 1 ） 例えば、三毛（三毛　2003）による医療ソーシャ

ルワーカーの実践から「退院援助モデル」を試み

ている。

 2 ） 福山は本研究の枠組みで用いる 12 の技術にファ

ミリィソーシャルワークを加え 13 としている。

 3 ） 杉野（杉野 2012）は「ソーシャルワーク実践と

いう減少を概念的にどうとらえるのかという問題

は、本来は純粋に理論的な問題である」とし、

様々な理論枠組みを採用することも可能であると

言及している。そのためには「その研究対象の概

念化にあたっての研究上の目的や意図や操作的手

続きの明確化と、他の解釈可能性への言及および

それとの比較検討」が必要であると述べている。

 4 ）この枠組みを用いるもうひとつの意図は、一瀬

（2012a）の先行研究と同じ枠組みにすることに

よって比較・検証ができることにある。

 5 ） 2013 年 4 月に A 市に 8 館目の療育センターが開
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設された。調査を実施した 2012 年の段階で A 市

は 7 つの療育センターの設置であった。そのため

調査当時に設置されていた A 市すべての療育セ

ンターに調査をしたこととなる。

 6 ） グループワークの相互システムの効果とは、例え

ば「メンバー同士が援助者よりもずっと深いレベ

ルで共感、支持し合うようになる」、「自分とメン

バーが似たような問題や経験をもっていることが

わかり、孤立感が減少される」などが挙げられ

る。

 7 ） A 市の療育センターにおいては児童福祉法によ

る通園施設以外に診療部門や早期療育部門で集団

療育として対象別に数種類のグループ支援を実施

している。例えば、1 歳 6 ヶ月時健康診査や 3 歳

時健康診査で発見される自閉症スペクトラムや知

的障害の子どもと親への初期療育グループなどが

ある。（2012 年の児童福祉法改正により A 市の

各療育センターにおいてグループ支援の法的位置

づけには変化があることが推測される。）

 8 ） 一瀬（一瀬　2012b）によると、障害のある子ど

もをもつ母親の早期の段階における経験は、自己

イメージと関係の双方に揺るぎをもたらす「自己

のポジショニング」の変容と論じられている。そ

れを構成する概念として「関係への懐疑」、「自己

全体の崩れ」、「自己の意味付け」などがある。


